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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 95,581 99,185 124,625 190,541 209,437

経常利益（百万円） 1,907 1,979 3,015 3,747 4,656

中間（当期）純利益（百万円） 1,049 1,104 2,007 2,045 2,720

純資産額（百万円） 54,781 56,670 59,358 55,744 58,738

総資産額（百万円） 92,499 97,301 136,641 93,592 105,870

１株当たり純資産額（円） 1,674.70 1,733.09 1,839.23 1,703.60 1,795.71

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

32.08 33.78 61.66 61.70 82.35

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 59.2 58.2 43.4 59.6 55.5

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△6,075 △207 △22,577 △4,001 △815

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△245 101 480 △389 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

3,250 △728 21,640 2,153 1,260

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

3,355 3,372 4,290 4,132 4,722

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕(名) 

777 
〔77〕

755
〔78〕

760
〔88〕

755 
〔76〕

775
〔82〕



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

回次 第54期中 第55期中 第56期中 第54期 第55期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 68,815 72,611 89,877 138,516 153,154

経常利益（百万円） 1,717 1,719 2,769 3,096 3,801

中間（当期）純利益（百万円） 993 982 1,712 1,787 1,900

資本金（百万円） 14,811 14,811 14,811 14,811 14,811

発行済株式総数（株） 33,528,373 33,528,373 32,699,373 33,528,373 32,699,373

純資産額（百万円） 51,415 52,859 54,367 52,274 54,027

総資産額（百万円） 79,840 84,655 116,841 80,562 90,689

１株当たり純資産額（円） 1,571.78 1,616.53 1,684.58 1,597.51 1,651.63

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

30.36 30.05 52.60 53.80 57.25

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） 6.00 8.00 15.00 18.00 25.00

自己資本比率（％） 64.4 62.4 46.5 64.9 59.6

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕(名) 

618 
〔76〕

593
〔75〕

593
〔83〕

590 
〔75〕

614
〔77〕



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はありませ

ん。 

   また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

   当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は

〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

  

  

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス事業 495 〔6〕 

ソリューション事業 187 〔3〕 

全社（共通） 78 〔79〕 

合計 760 〔88〕 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 593〔83〕



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間の日本経済は、好調な企業業績を背景に設備投資は力強く推移し、雇用情勢や個人所得も改善しまし

た。また、個人消費も鈍化がみられるものの増加傾向にあり、景気は緩やかな回復基調となりました。海外におきましては、

米国では原油価格の高騰等の影響により一部減速がみられたものの、アジアでは中国を中心に景気は拡大しました。 

 当社が属するエレクトロニクス業界は、国内民生用電子機器の出荷額が前年を上回って推移したほか、世界半導体市場も上

昇傾向が続き、６月に米国半導体工業会（ＳＩＡ）が今年の成長予測を上方修正するなど、成長は力強さを増しております。 

 このようななか、当社はソリューション提案力の強化に取組むとともに、新仕入先商品の継続拡販や新しいビジネスモデル

の創出に努め、当中間期の連結業績は、売上高は124,625百万円（前年同期比25.6％増）、経常利益は3,015百万円（前年同期

比52.3％増）、中間純利益は2,007百万円（前年同期比81.7％増）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次の通りです。 

① デバイス事業 

  当中間連結会計期間の連結デバイス事業売上高は、117,647百万円（前年同期比26.2％増）となりました。分野別の売上状

況をみますと、半導体分野では、薄型テレビや携帯電話向けに液晶ディスプレイ用ドライバＩＣが拡大、さらに携帯電話向

けメモリが好調に推移しました。電子部品におきましても、家庭用ゲーム機やデジタル家電向けに回路部品やコネクタ等が

前年に比べ増加しました。利益面につきましては、売上高の増加により連結デバイス事業営業利益は、3,428百万円（前年同

期比49.6％増）となりました。 

  なお、連結受注高は124,494百万円、連結中間期末受注残高は37,638百万円となりました。 

  

② ソリューション事業 

当中間連結会計期間の連結ソリューション事業売上高は、6,977百万円（前年同期比17.3％増）となりました。分野別の売

上状況をみますと、ネットワークシステムおよび映像システムの両コアビジネスが前年に比べ増加しました。利益面につき

ましては、売上高の増加に加え、ネットワーク関連ビジネスでの収益力の改善に努め、連結ソリューション事業営業利益

は、346百万円（前年同期比24.0％増）となりました。 

なお、連結受注高は7,982百万円、連結中間期末受注残高は4,770百万円となりました。 

 



 所在地別セグメントの業績は、次の通りです。 

① 日本 

日本では、デバイス事業は、携帯電話向けに液晶ディスプレイドライバＩＣやメモリが拡大、さらに、家庭用ゲーム機

やデジタル家電向けにシステムＬＳＩや回路部品、コネクタ等が好調に推移いたしました。 

ソリューション事業は、ネットワークシステムおよび映像システムの両コアビジネスが前年に比べ増加しました。 

この結果、売上高は86,986万円（前年同期比22.0%増）、営業利益は2,060百万円（前年同期比84.6％増）となりまし

た。 

  

② アジア 

アジアでは、薄型テレビ向けに液晶ディスプレイドライバＩＣが拡大、さらにパソコン向け指紋認証ＩＣが好調に推移

いたしました。加えて、家庭用ゲーム機向けに回路部品等が前年にくらべ増加しました。 

この結果、売上高は36,954百万円（前年同期比38.6％増）、営業利益は814百万円（前年同期比78.8％増）となりまし

た。 

  

③ 北米 

     北米では、テレビ向けシステムＬＳＩやメモリが生産調整により減少し、セグメント間の内部売上高であるＰＤＡ向け

モジュール製品もモデルチェンジにより減少いたしました。 

この結果、売上高は684百万円（前年同期比45.3％減）、営業損失は44百万円（前年同期は営業利益191百万円）となり

ました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、販売取引の増加に伴い売上債権やたな卸資産の増加等に

よる資金需要から支出が増加し、前連結会計年度末に比べて431百万円減少し、4,290百万円（前期比9.1%減）となりました。

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益の増加や仕入債務の増加等が売上債

権の増加やたな卸資産の増加等を吸収しきれず、22,577百万円の支出となりました。その結果、前中間連結会計期間に比べ支

出が22,370百万円増加しております。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却等により480百万円の収入となりました。

その結果、前中間連結会計期間に比べ収入が378百万円増加しております。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れ等により前中関連結会計期間の728百万円の支出か

ら21,640百万円の収入に転じております。 

 



２【仕入、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高（百万円） 前年同期比（%） 

デバイス事業 120,551 ＋41.6 

ソリューション事業 5,702 ＋11.0 

合計 126,254 ＋39.8 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（%） 受注残高（百万円） 前年同期比（%）

デバイス事業 124,494 ＋28.9 37,638 ＋33.7 

ソリューション事業 7,982 ＋16.5 4,770 ＋30.1 

合計 132,476 ＋28.1 42,408 ＋33.3 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（%） 

デバイス事業 117,647 ＋26.2 

ソリューション事業 6,977 ＋17.3 

合計 124,625 ＋25.6 

相手先 

前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

販売高（百万円） 割合（%） 販売高（百万円） 割合（%） 

株式会社東芝 12,862 13.0 23,375 18.8 

シャープ株式会社 19,012 19.2 16,256 13.0 



３【対処すべき課題】 

  エレクトロニクスおよびＩＴ／ＮＷを取り巻く事業環境は、緩やかな成長が継続するものと予想されます。当社はステーク

ホルダーの満足を得るため、販売店としての存在価値を高めることに傾注してまいります。そのために事業力の徹底した強化

と、ＣＳＲへの対応を強化する経営基盤の整備に取り組んでまいります。具体的な施策は以下の通りです。 

①半導体・電子部品ビジネスの拡大と収益力強化 

②新規ビジネスの拡大継続 

③海外事業の安定成長 

④ソリューション事業の収益基盤強化 

⑤仕入先との連携強化 

⑥環境への取り組み強化 

⑦リスク管理の強化 

  

４【経営上の重要な契約等】 

  当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

  株式会社ＴＡＫＵＭＩは、組込み機器向け３次元グラフィックスエンジン・ＩＰコア「ＧＳＨＡＲＫ－ＴＡＫＵＭＩ」シリー

ズの開発及び販売を行っております。「ＧＳＨＡＲＫ－ＴＡＫＵＭＩ」シリーズは、高性能を「小さいゲートサイズで」「小さ

な消費電力で」「少ないプログラムで」をコンセプトに、ハードウェア実行型の３次元グラフィックスエンジン・ＩＰコア

（ハードウェアライブラリ）の製品を拡充し、更なる性能の向上を目指しております。 

  当中間連結会計期間の研究開発としては、携帯電話市場やＡＶ機器市場など幅広い市場ニーズに対応するため、「ＧＳＨＡＲ

Ｋ－ＴＡＫＵＭＩ」シリーズのラインアップの強化に取り組んでまいりました。 

  当中間連結会計期間に支出した研究開発費の総額は34百万円であり、その全額がデバイス事業に係るものであります。 

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 76,171,000 

計 76,171,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,699,373 32,699,373
東京証券取引所
市場第一部 

－ 

計 32,699,373 32,699,373 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年９月30日 － 32,699 － 14,811 － 15,329



(4）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記のほか、当社名義の自己株式が425千株（持株比率1.30%）あります。 

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,847 8.71 

有限会社松永榮一 東京都世田谷区瀬田４丁目36番15号 2,200 6.73 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,178 6.66 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（住友信託銀
行再信託分・ＮＥＣエレクト
ロニクス株式会社退職給付信
託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,049 6.27 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,000 3.06 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 924 2.83 

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
スペシャル アカウント ナ
ンバー ワン 
（常任代理人 株式会社みず
ほコーポレート銀行 兜町証
券決済業務室） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD,ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町6番7号） 

526 1.61 

シービーエヌワイ デイエフ
エイ インターナショナル 
キャップ バリュー ポート
フォリオ 
（常任代理人 シティバン
ク、エヌ・エイ 東京支店 
証券業務部） 

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA,CA 
90401 USA 
（東京都品川区東品川２丁目３－14） 

494 1.51 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 481 1.47 

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス
ジー 
（常任代理人 株式会社三菱
東京ＵＦＪ銀行 カストディ
業務部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

361 1.10 

計 － 13,060 39.94 



    ２ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行ほか４名を共同保有者とする株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年

８月15日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成18年７月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保

有している旨の報告を受けておりますが、当社として株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を除き、当中間会計期間末時点におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

    ３ バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社ほか４名を共同保有者とするバークレイズ・グローバル・インベ

スターズ信託銀行株式会社から平成18年10月11日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成18年９月30

日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 924 2.83 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,268 3.88 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 8 0.02 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 107 0.33 

三菱ＵＦＪアセット・マネジ
メント（ＵＫ） 

12-15Finsbury Circus, London,EC2M 
7BT,United Kingdom 

2 0.01 

計 － 2,309 7.06 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ信託銀行株式
会社 

東京都渋谷区広尾１丁目１番39号 151 0.46 

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ株式会社 

東京都渋谷区広尾１丁目１番39号 1,324 4.05 

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ、エヌ・エイ 

米国 カリフォルニア州 サンフランシス
コ市 フリーモント・ストリート45 

326 1.00 

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ・リミテッド 

英国 ロンドン市 ロイヤル・ミント・コ
ート１ 

292 0.89 

バークレイズ・バンク・ピー
エルシー 

英国 ロンドン市 チャーチル・プレイス
１ 

26 0.08 

計 － 2,119 6.48 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数3個）含まれてお

ります。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式 

425,000 
－ － 

完全議決権株式（その他）（注） 
普通株式 

32,080,000 
32,080 － 

単元未満株式 
普通株式 

194,373 
－ － 

発行済株式総数 32,699,373 － － 

総株主の議決権 － 32,080 － 

      平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 
三信電気株式会社 

東京都港区芝四丁目
４番12号 

425,000 ― 425,000 1.30

計 － 425,000 ― 425,000 1.30

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,445 1,398 1,280 1,308 1,305 1,285 

最低（円） 1,350 1,251 1,095 1,063 1,200 1,193 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役社長

代表取締役 

監査室および経営戦略

室担当 

取締役社長

代表取締役 
経営戦略室担当 松永 光正 平成18年10月23日

常務取締役 

総務部、人事部、

情報システム部お

よび物流センター

担当 

常務取締役 

総務部、人事部、情報シ

ステム部、ビジネスサー

ビスセンターおよび物流

センター担当 

堀内 泓二 平成18年11月15日

常務取締役
 

企画部、経理部、

財務部および予算

管理部担当 

常務取締役
 

監査部、企画部、経理

部、財務部および予算管

理部担当 

鈴木 仁 平成18年10月23日



第５【経理の状況】 
  

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、

監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

    
前中間連結会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間末
平成18年９月30日現在 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金    3,372 4,290  4,722 

２ 受取手形及び売掛
金 

※３  69,158 94,462  74,158 

３ 有価証券    40 －  － 

４ たな卸資産    14,556 26,120  15,753 

５ その他 ※４  1,148 2,481  1,323 

６ 貸倒引当金    △128 △38  △128 

流動資産合計    88,147 90.6 127,315 93.2  95,828 90.5

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１  5,348 5,205  5,275 

２ 無形固定資産    312 376  402 

３ 投資その他の資産       

(1）投資その他の資
産 

  3,556  3,832 4,468  

(2）貸倒引当金   △64 3,492 △87 3,744 △104 4,363 

固定資産合計    9,153 9.4 9,325 6.8  10,042 9.5

資産合計    97,301 100.0 136,641 100.0  105,870 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間末
平成18年９月30日現在 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形及び買掛
金 

※３  26,002 37,004  29,299 

２ 短期借入金    8,818 28,397  11,193 

３ 一年以内返済予定
長期借入金 

   2,500 －  2,500 

４ コマーシャルペー
パー 

   － 8,000  － 

５ 引当金    640 710  670 

６ その他 ※４  2,101 2,509  2,684 

流動負債合計    40,061 41.2 76,620 56.1  46,347 43.8

Ⅱ 固定負債       

１ 引当金    194 17  229 

２ その他    374 644  555 

固定負債合計    569 0.6 662 0.5  785 0.7

負債合計    40,630 41.8 77,283 56.6  47,132 44.5

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    14,811 15.2 － －  14,811 14.0

Ⅱ 資本剰余金    15,329 15.8 － －  15,329 14.5

Ⅲ 利益剰余金    26,633 27.4 － －  27,540 26.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   806 0.8 － －  1,325 1.3

Ⅴ 為替換算調整勘定    △464 △0.5 － －  △263 △0.3

Ⅵ 自己株式    △446 △0.5 － －  △6 △0.0

資本合計    56,670 58.2 － －  58,738 55.5

負債及び資本合計    97,301 100.0 － －  105,870 100.0

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 14,811 10.8  － －

２ 資本剰余金    － － 15,329 11.2  － －

３ 利益剰余金    － － 28,962 21.2  － －

４ 自己株式    － － △528 △0.4  － －

株主資本合計    － － 58,575 42.8  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 1,059 0.8  － －

２ 繰延ヘッジ損益    － － 0 0.0  － －

３ 為替換算調整勘定    － － △277 △0.2  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 782 0.6  － －

純資産合計    － － 59,358 43.4  － －

負債純資産合計    － － 136,641 100.0  － －

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    99,185 100.0 124,625 100.0  209,437 100.0

Ⅱ 売上原価    92,108 92.9 116,170 93.2  194,350 92.8

売上総利益    7,076 7.1 8,454 6.8  15,087 7.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費       

１ 荷造運賃   188  201 390  

２ 旅費交通費   281  294 577  

３ 役員報酬   105  109 211  

４ 給料手当   1,712  1,787 4,119  

５ 賞与引当金繰入額   640  695 670  

６ 役員賞与引当金繰入額   －  15 －  

７ 役員退職慰労引当金繰
入額 

  14  6 28  

８ 減価償却費   117  109 247  

９ その他   2,144 5,205 5.2 2,188 5,408 4.4 4,395 10,640 5.1

営業利益    1,870 1.9 3,046 2.4  4,446 2.1

Ⅳ 営業外収益       

１ 受取利息   20  41 53  

２ 受取配当金   23  19 31  

３ 有価証券売却益   －  － 56  

４ 仕入割引   6  6 12  

５ 外国為替差益   73  － 107  

６ その他   81 204 0.2 28 96 0.1 109 371 0.2

Ⅴ 営業外費用       

１ 支払利息   37  75 86  

２ 売上割引   －  17 －  

３ 外国為替差益   －  21 －  

４ その他   57 95 0.1 12 126 0.1 74 161 0.1

経常利益    1,979 2.0 3,015 2.4  4,656 2.2

Ⅵ 特別利益       

１ 固定資産売却益 ※１ －  7 0  

２ 投資有価証券売却益   83  265 84  

３ 貸倒引当金戻入益   34 117 0.1 91 364 0.3 26 110 0.1

Ⅶ 特別損失       

１ 固定資産売却損 ※２ 49  0 49  

２ 固定資産除却損 ※３ 4  4 12  

３ 投資有価証券評価損   36  25 36  

４ 貸倒引当金繰入額   － 90 0.1 － 30 0.0 40 137 0.1

税金等調整前中間（当
期）純利益 

   2,006 2.0 3,350 2.7  4,629 2.2

法人税、住民税及び事
業税 

  848  1,339 2,101  

法人税等調整額   54 902 0.9 3 1,342 1.1 △192 1,909 0.9

中間（当期）純利益    1,104 1.1 2,007 1.6  2,720 1.3

        



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

  

 中間連結株主資本等変動計算書 

 当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
 

 
 

    
前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の
連結剰余金計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円）

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    15,329 15,329

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

   15,329 15,329

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    25,948 25,948

Ⅱ 利益剰余金増加高    

中間（当期）純利益    1,104 2,720

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 配当金   392 654

２ 役員賞与   27 27

３ 自己株式消却額   － 419 447 1,128

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   26,633 27,540

     

  

株主資本 評価・換算差額等

純 資 産
合  計 

資 本 金
資  本
剰 余 金 

利  益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合  計

その他有
価証券評
価差額金

繰  延
ヘ ッ ジ
損  益

為替換算
調整勘定

評価・換
算差額等
合  計 

平成18年３月31日残高（百万円） 14,811 15,329 27,540 △6 57,675 1,325 － △263 1,062 58,738 

中間連結会計期間中の変動額      

 剰余金の配当（注）  △555 △555  △555 

 役員賞与（注）  △30 △30  △30 

 中間純利益  2,007 2,007  2,007 

 自己株式の取得   △521 △521  △521 

 株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

  △266 0 △14 △279 △279 

 中間連結会計期間中の変動額合
計（百万円） 

－ － 1,421 △521 900 △266 0 △14 △279 620 

平成18年９月30日残高（百万円） 14,811 15,329 28,962 △528 58,575 1,059 0 △277 782 59,358 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度の連結
キャッシュ・フロー計
算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 

１ 税金等調整前中間（当期）
純利益 

 2,006 3,350 4,629 

２ 減価償却費  172 155 352 

３ 前払年金費用の増加額  △4 △31 △9 

４ 役員退職慰労引当金の減少
額 

 △48 △208 △34 

５ 貸倒引当金の増加額（△減
少額） 

 △34 △107 4 

６ 受取利息及び受取配当金  △43 △60 △85 

７ 支払利息  37 75 86 

８ 投資有価証券売却益  △83 △265 △84 

９ 固定資産売却損  49 0 49 

10 投資有価証券評価損  36 25 36 

11 売上債権の増加額  △6,227 △20,296 △10,811 

12 たな卸資産の減少額（△増
加額） 

 1,718 △10,365 701 

13 仕入債務の増加額  2,570 7,692 5,506 

14 未払消費税等の増加額（△
減少額） 

 72 △191 189 

15 未収消費税等の減少額（△
増加額） 

 421 △513 420 

16 役員賞与の支払額  △27 △30 △27 

17 その他の資産及び負債の増
減額 

 84 △463 △102 

18 その他の非資金取引  16 1 18 

小計  717 △21,233 839 

19 利息及び配当金の受取額  42 60 85 

20 利息の支払額  △40 △68 △85 

21 法人税等の支払額  △926 △1,335 △1,655 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 △207 △22,577 △815 



  

  

  次へ 

   
前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度の連結
キャッシュ・フロー計
算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 

１ 有形固定資産の取得による
支出 

 △53 △18 △84 

２ 有形固定資産の売却による
収入 

 29 7 29 

３ ソフトウェアの取得による
支出 

 △4 △24 △160 

４ 投資有価証券の取得による
支出 

 △9 △6 △9 

５ 投資有価証券の売却による
収入 

 121 515 184 

６ その他  18 6 39 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 101 480 △1 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 

１ 長期借入金の返済による支
出 

 － △2,500 － 

２ 短期借入れによる収入  6,718 33,897 19,893 

３ 短期借入金の返済による支
出 

 △7,048 △16,682 △17,967 

４ コマーシャルペーパーの発
行による収入 

 － 9,000 － 

５ コマーシャルペーパーの償
還による支出 

 － △1,000 － 

６ 自己株式の取得・売却によ
る純支出 

 △6 △521 △14 

７ 配当金の支払額  △391 △553 △651 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △728 21,640 1,260 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

 73 25 145 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少額） 

 △760 △431 589 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

 4,132 4,722 4,132 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

※１ 3,372 4,290 4,722 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事項 ① 連結子会社の数   ６社 ① 連結子会社の数   ７社 ① 連結子会社の数   ７社 

  SANSHIN ELECTRONICS 
(HONG KONG)CO., LTD. 

SANSHIN ELECTRONICS 
SINGAPORE(PTE)LTD. 

台湾三信電気股份有限公司 

SANSHIN ELECTRONICS 
CORPORATION 

三信ネットワークサービス株式
会社 

 株式会社ＴＡＫＵＭＩ 

SANSHIN ELECTRONICS 
(HONG KONG)CO., LTD. 

SANSHIN ELECTRONICS 
SINGAPORE(PTE)LTD. 

台湾三信電気股份有限公司 

SANSHIN ELECTRONICS 
CORPORATION 

SANSHIN ELECTRONICS KOREA 
CO.,LTD. 

三信ネットワークサービス株式
会社 

 株式会社ＴＡＫＵＭＩ 

SANSHIN ELECTRONICS 
(HONG KONG)CO., LTD. 

SANSHIN ELECTRONICS 
SINGAPORE(PTE)LTD. 

台湾三信電気股份有限公司 

SANSHIN ELECTRONICS 
CORPORATION 

SANSHIN ELECTRONICS KOREA 
CO.,LTD 

三信ネットワークサービス株式
会社 

 株式会社ＴＡＫＵＭＩ 

  なお、SANSHIN ELECTRONICS 
KOREA CO.,LTD.は当連結会計年
度中に新規設立出資いたしまし
た。 

  ② 非連結子会社名 ② 非連結子会社名 ② 非連結子会社名 

  サン・テクノロジー株式会社 

株式会社三信メディア・ソリュ
ーションズ 

三信国際貿易（上海）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS 
(MALAYSIA)SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS 
(THAILAND)CO., LTD. 

サン・テクノロジー株式会社 

株式会社三信メディア・ソリュ
ーションズ 

三信国際貿易（上海）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS 
(MALAYSIA)SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS 
(THAILAND)CO., LTD. 

サン・テクノロジー株式会社 

株式会社三信メディア・ソリュ
ーションズ 

三信国際貿易（上海）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS 
(MALAYSIA)SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS 

(THAILAND)CO., LTD. 

  ③ 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

③ 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

③ 非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

   非連結子会社は総資産、売上

高、持分損益および利益剰余金

等の持分相当額から見ていずれ

も小規模であり、企業集団の財

政状態および経営成績に関する

合理的な判断を妨げない程度に

重要性の乏しい会社であるた

め、連結の範囲から除外してお

ります。 

 なお、重要性を判断する際の

利益基準については、当社およ

び子会社の過去５年間の当期純

損益の平均値を使用しておりま

す。 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用しない非連結子会社 持分法を適用しない非連結子会社 持分法を適用しない非連結子会社 

サン・テクノロジー株式会社 

株式会社三信メディア・ソリュ
ーションズ 

三信国際貿易（上海）有限公司 

SAN SHIN ELECTRONICS 
(MALAYSIA)SDN. BHD. 

SANSHIN ELECTRONICS 
(THAILAND)CO., LTD. 

同左 同左 



 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  （持分法を適用しない理由） （持分法を適用しない理由） （持分法を適用しない理由） 

   持分法非適用会社は、それぞれ

持分損益および利益剰余金等の持

分相当額から見ていずれも小規模

であり、全体としても企業集団の

財政状態及び経営成績に関する合

理的な判断を妨げない程度に重要

性の乏しい会社であるため、持分

法は適用せず、原価法により評価

しております。 

 なお、判定にあたっては当社お

よび子会社の過去５年間の当期純

損益の平均値を使用しておりま

す。 

同左 同左 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

中間連結会計期間末日の市

場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

連結会計年度末日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  ② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

  (イ）商品 (イ）商品 (イ）商品 

  ……主として移動平均法

による低価法 

……同左 ……同左 

  (ロ）未成工事支出金 (ロ）未成工事支出金 (ロ）未成工事支出金 

  ……個別法による原価法 ……同左 ……同左 



 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

……主として定率法によって

おります。ただし、建物

（建物附属設備を除く）

については、定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は建

物及び構築物９年～50

年、その他３年～20年で

あります。 

……同左 ……同左 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  ……定額法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は、

自社利用のソフトウェア

３年～５年であります。 

……同左 ……同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率等を勘案して必要額

を、貸倒懸念債権及び破産更生

債権については個別に回収可能

性を勘案した回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   中間連結財務諸表提出会社に

ついては、従業員の賞与の支給

に備えるため、下期支給見込額

を計上しております。 

同左  連結財務諸表提出会社につい

ては、従業員の賞与の支給に備

えるため、翌連結会計年度支給

見込額のうち当期負担分を引当

てております。 

  ―――――― ③役員賞与引当金 ―――――― 

     中間連結財務諸表提出会社

については、役員の賞与の支

給に備えるため、当連結会計

年度末における年間支給見込

額に基づき当中間連結会計期

間に見合う分を計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純

利益は、それぞれ15百万円減

少しております。 

  



 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  ③ 退職給付引当金 ④ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。ただし、当中間連結会計期

間末においては年金資産見込額

が退職給付債務見込額に未認識

過去勤務債務及び未認識数理計

算上の差異を加減した金額を超

過しており、その差額は前払年

金費用として計上しておりま

す。 

 過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による定

額法により按分した額を費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（13年）による定額法に

より按分した額を発生の翌連結

会計年度から費用処理しており

ます。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。ただし、当連結会計年度末

においては年金資産見込額が退

職給付債務見込額に未認識過去

勤務債務及び未認識数理計算上

の差異を加減した金額を超過し

ており、その差額は前払年金費

用として計上しております。 

 過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による定

額法により按分した額を費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（13年）による定額法に

より按分した額を発生の翌連結

会計年度から費用処理しており

ます。 

  ④ 役員退職慰労引当金 ―――――― ④ 役員退職慰労引当金 

  中間連結財務諸表提出会社に

ついては、役員の退職慰労金の

支出に備えるため、内規による

中間連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

   連結財務諸表提出会社につい

ては、役員退職慰労金の支出に

備えるため、内規による期末要

支給額を計上しております。 

(4）重要な外貨建資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結会計期間末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債、収益及び費用は、中間連結会

計期間末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は資本の

部における為替換算調整勘定に含

めております。 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結会計期間末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債、収益及び費用は、中間連結会

計期間末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における為替換算調整勘定に

含めております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結会

計年度末日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、在

外子会社等の資産及び負債、収益

及び費用は、連結会計年度末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、在外子会社の資本の部の換算

により生じる換算差額は資本の部

における為替換算調整勘定に含め

ております。 



  

  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務等については振

当処理を行っております。 

同左 同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…為替予約取引 ヘッジ手段…同左 ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…外貨建金銭債権債

務 

ヘッジ対象…同左 ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   当社は為替レートの変動によ

り収益・費用又は外貨建資産・

負債の価値が変動するリスクを

ヘッジする目的で先物為替予約

等の外国為替関連のデリバティ

ブ取引を実行しております。こ

れらの取引は、全て主管部署を

財務部とした社内規定に則して

実行されており、規定に記載さ

れていないトレーディング目的

の投機的なデリバティブ取引の

利用は行っておりません。 

同左 同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動との間に高い

水準で相殺がおこなわれたかど

うかの評価を半期に一度以上行

っております。 

同左 同左 

(7）消費税等の会計処理に

ついて 

 中間連結財務諸表提出会社及び

国内連結子会社の消費税及び地方

消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

同左  連結財務諸表提出会社及び国内

連結子会社の消費税及び地方消費

税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっ

ております。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなってお

ります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。  

 なお、当社グループは、事業の区

分をもとに、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位と

して、主に事業所を単位として資産

のグルーピングを行っております。 

―――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。  

 なお、当社グループは、事業の区

分をもとに、概ね独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小の単位と

して、主に事業所を単位として資産

のグルーピングを行っております。 

―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に対する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は59,357百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――― 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

（中間連結損益計算書） （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「売

上割引」（当中間連結会計期間3百万円）は、営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示しております。 

 前中間連結会計期間において営業外費用の「その他」

に含めて表示しておりました「売上割引」（前中間連結

会計期間3百万円）については、営業外費用の総額の100

分の10超となったため、当中間連結会計期間より区分掲

記しております。 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

―――――― （役員退職慰労引当金） ―――――― 

   従来、役員の退職により支給する

退職慰労金の支出に充てるために、

内規に基づく中間期末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上してお

りましたが、平成18年６月に役員に

対する退職慰労金制度を廃止したこ

とに伴い、当中間期末において役員

退職慰労引当金は計上しておりませ

ん。 

 なお、同制度の廃止までの役員退

職慰労引当金相当額215百万円につ

いては、平成18年６月23日開催の定

時株主総会において、在任中の役員

については退任時に打ち切り支給す

ることを決議したことに伴い、同額

を固定負債の「その他」に振り替え

ております。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

 

項目 
前中間連結会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間末
平成18年９月30日現在 

前連結会計年度末 
平成18年３月31日現在 

※１ 有形固定資産の減

価償却累計額 
4,800百万円 4,786百万円 4,776百万円 

２ 偶発債務       

 (1) 銀行借入に対す

る支払保証 

三信国際貿易(上海)有限公司※1 

 84百万円(750千米ドル)

従業員※２ 90百万円 

 計 175百万円 

三信国際貿易(上海)有限公司※1 

23百万円(200千米ドル)

従業員※２ 88百万円

 計 112百万円

三信国際貿易(上海)有限公司※1 

76百万円(650千米ドル)

従業員※２ 92百万円

 計 168百万円

  ※１ 当中間連結会計期間より、

経営指導念書の差入に変更し

ております。 

※２ 従業員の住宅取得資金借入

についての金融機関への債務

保証のうち住宅資金貸付保険

が付保されているものについ

ては、将来において実損が発

生する可能性がないため、偶

発債務から除外しておりま

す。 

※１ 経営指導念書の差入による

ものであります。 

※２ 従業員の住宅取得資金借入

についての金融機関への債務

保証のうち住宅資金貸付保険

が付保されているものについ

ては、将来において実損が発

生する可能性がないため、偶

発債務から除外しておりま

す。 

※１ 当連結会計年度より、経営

指導念書の差入に変更してお

ります。 

※２ 従業員の住宅取得資金借入

についての金融機関への債務

保証のうち住宅資金貸付保険

が付保されているものについ

ては、将来において実損が発

生する可能性がないため、偶

発債務から除外しておりま

す。 

(2）輸出手形割引高 
  

  
（1,106千米ドル） 125百万円 （ 846千米ドル） 99百万円 （ 984千米ドル） 116百万円

※３ 中間連結会計期間

末日（連結会計期間

末日）満期手形の処

理 

  

  

  

  

  

  

  
――――――  中間連結会計期間末日満期手

形は、手形交換日をもって決済処

理しております。従って当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、中間連結会計期

間末日満期手形が以下の科目に含

まれております。 

受取手形 125百万円

支払手形 87百万円

―――――― 

※４ 消費税等の取扱い 

  

  

  

  
――――――  仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、未収消費税等は

流動資産の「その他」に、未払消

費税等は流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

―――――― 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１ 固定資産売却益の

内訳 

－ 車両運搬具 7百万円

工具器具及び備品 0百万円

  7百万円

  

工具器具及び備品 0百万円

※２ 固定資産売却損の

内訳 

  
工具器具及び備品 0百万円

土地 49百万円

  49百万円

  
工具器具及び備品 0百万円 工具器具及び備品 0百万円

土地 49百万円

  49百万円



  

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 
  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加419,990株は、市場買付けによる株式の取得413,000株及び単元未満株式の買取り6,990株による増加であります。

  

２．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

  

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※３ 固定資産除却損の

内訳 

  
建物及び構築物    3百万円

工具器具及び備品 1百万円

  4百万円

建物及び構築物   0百万円

工具器具及び備品 4百万円

  4百万円

建物及び構築物 4百万円

工具器具及び備品 8百万円

  12百万円

  

  

前連結会計年度末

株式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期

間末株式数（株） 

発行済株式数         

 普通株式 32,699,373 － － 32,699,373 

合計 32,699,373 － － 32,699,373 

自己株式       

 普通株式（注） 5,870 419,990 － 425,860 

合計 5,870 419,990 － 425,860 

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 基準日 効力発生日 

平成18年6月23日
定時株主総会 普通株式 555 17 平成18年3月

31日 
平成18年6月
23日 

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり配

当額（円） 基準日 効力発生日 

平成18年11月15日
取締役会 普通株式 484 利益剰余金 15 平成18年9月

30日 
平成18年12月
8日 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１ 現金及び現金同等

物の中間期末（期

末）残高と中間連結

貸借対照表（連結貸

借対照表）に掲記さ

れている科目の金額

との関係 

  

  

現金及び預金勘定 3,372百万円

現金及び現金同等物 3,372百万円
  

現金及び預金勘定 4,290百万円

現金及び現金同等物 4,290百万円
  

現金及び預金勘定 4,722百万円

現金及び現金同等物 4,722百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間連結会計期間末残高

相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間連結会計期間末残高

相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び連結会計年度末残高相当

額 

  
建物及
び構築
物 

  工具器
具及び
備品 

  

合計 

  (百万円)   (百万円)   (百万円)

取得価額
相当額 

59 
  

309 
  

369

減価償却
累計額相
当額 

27 
  

165 
  

193

中間連結
会計期間
末残高相
当額 

32 

  

143 

  

176

  
建物及
び構築
物 

工具器
具及び
備品 

合計

  (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 

93 299 392

減価償却
累計額相
当額 

36 197 234

中間連結
会計期間
末残高相
当額 

57 101 158

建物及
び構築
物 

 工具器
具及び
備品 

  

合計

(百万円)  (百万円)   (百万円)

取得価額
相当額 

93
 

282 
  

375

減価償却
累計額相
当額 

31
 

165 
  

196

連結会計
年度末残
高相当額 

61

 

117 

  

178

② 未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

② 未経過リース料中間連結会計期間末残高

相当額 

② 未経過リース料連結会計年度末残高相当

額 
  

１年内 70百万円

１年超 109百万円

合計 179百万円

  
１年内 63百万円

１年超 97百万円

合計 160百万円

１年内 68百万円

１年超 114百万円

合計 182百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
  

支払リース料 36百万円

減価償却費相当額 36百万円

支払利息相当額 1百万円

  
支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 38百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料 73百万円

減価償却費相当額 73百万円

支払利息相当額 3百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

１ 時価のある有価証券 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のない株式について25百万円減損処理を行っております。 

 前連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について36百万円減損処理を行っております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 通貨関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

 先物為替相場に基づいて算出しております。 

２ 「外貨建取引等会計処理基準」に従い外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、注記の対象か

ら除いております。 

  

区分 
前中間連結会計期間 
平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間
平成18年９月30日現在 

前連結会計年度 
平成18年３月31日現在 

その他有価証券 
取得原価 
（百万円） 

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価
（百万円）

中間連結
貸借対照
表計上額 
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借
対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円）

株式 1,608 2,834 1,226 1,353 2,988 1,634 1,603 3,643 2,039

計 1,608 2,834 1,226 1,353 2,988 1,634 1,603 3,643 2,039

区分 
前中間連結会計期間 
平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間
平成18年９月30日現在 

前連結会計年度 
平成18年３月31日現在 

その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

①非上場株式 129 75 100 

②非上場債券 40 ― ― 

③その他 69 62 56 

合計 239 138 157 

種類 

前中間連結会計期間 
平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間
平成18年９月30日現在 

前連結会計年度 
平成18年３月31日現在 

契約額
等 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損
益 
(百万円) 

契約額
等 

(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損
益 
(百万円) 

契約額
等 

(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損
益 
(百万円) 

為替予約取引          

 売建          

  米ドル ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 買建          

  米ドル ― ― ― 115 116 1 699 699 △0 

合計 ― ― ― ― ― 1 ― ― △0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、事業体制（組織）を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分しておりま

す。 

２ 各区分の主な製品 

(1）デバイス事業……………半導体、ディスプレイ、一般電子部品 

(2）ソリューション事業……電子機器 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（699百万円）の主なものは、中間連結財務諸表提出会

社の企画・総務・経理及び人事等管理部門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、事業体制（組織）を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分しておりま

す。 

２ 各区分の主な製品 

(1）デバイス事業……………集積回路、半導体、ディスプレイ、一般電子部品 

(2）ソリューション事業……電子機器 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（728百万円）の主なものは、中間連結財務諸表提出会

社の企画・総務・経理及び人事等管理部門に係る費用であります。 

４ 会計方針の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(3)③に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は15百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

 

  
デバイス事業 
（百万円） 

ソリューショ
ン事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 93,235 5,949 99,185 ― 99,185

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ―

計 93,235 5,949 99,185 ― 99,185

営業費用 90,943 5,670 96,614 699 97,314

営業利益 2,291 279 2,570 (699) 1,870

  
デバイス事業 
（百万円） 

ソリューショ
ン事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 117,647 6,977 124,625 ― 124,625

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ―

計 117,647 6,977 124,625 ― 124,625

営業費用 114,218 6,631 120,850 728 121,579

営業利益 3,428 346 3,774 (728) 3,046



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、事業体制（組織）を基本とし、取扱商品、製品区分並びに販売形態等を勘案し、区分しておりま

す。 

２ 各区分の主な製品 

(1）デバイス事業……………集積回路、半導体、ディスプレイ、一般電子部品 

(2）ソリューション事業……電子機器 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（1,259百万円）の主なものは、連結財務諸表提出会社

の企画・総務・経理及び人事等管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾 

(2）北米……米国 

 

  
デバイス事業 
（百万円） 

ソリューショ
ン事業 
（百万円） 

計（百万円）
消去又は全社
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 194,548 14,889 209,437 ― 209,437

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 

― ― ― ― ―

計 194,548 14,889 209,437 ― 209,437

営業費用 189,636 14,094 203,730 1,259 204,990

営業利益 4,911 795 5,706 (1,259) 4,446

  
日本 

（百万円） 
アジア
（百万円） 

北米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 71,273 26,660 1,251 99,185 ― 99,185

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,416 248 2,404 4,069 (4,069) ―

計 72,689 26,908 3,656 103,254 (4,069) 99,185

営業費用 71,573 26,453 3,464 101,491 (4,177) 97,314

営業利益 1,115 455 191 1,762 107 1,870



当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾、韓国 

(2）北米……米国 

３ 会計方針の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(3)③に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法

によった場合に比べて、「日本」の営業費用は15百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾 

(2）北米……米国 

  

  
日本 

（百万円） 
アジア
（百万円） 

北米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 86,986 36,954 684 124,625 ― 124,625

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

3,027 1,091 113 4,232 (4,232) ―

計 90,014 38,045 797 128,857 (4,232) 124,625

営業費用 87,954 37,230 842 126,027 (4,448) 121,579

営業利益（営業損失） 2,060 814 (44) 2,830 215 3,046

  
日本 

（百万円） 
アジア
（百万円） 

北米
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高   

(1）外部顧客に対する売上高 149,081 57,993 2,362 209,437 － 209,437

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

4,225 577 3,617 8,420 (8,420) －

計 153,306 58,571 5,979 217,857 (8,420) 209,437

営業費用 150,340 57,626 5,715 213,682 (8,691) 204,990

営業利益 2,966 944 264 4,174 271 4,446



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾、韓国、中国 

(2）北米……米国 

３ 海外売上高は、中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾、韓国、中国 

(2）北米……米国 

３ 海外売上高は、中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…ホンコン、シンガポール、台湾、韓国、中国 

(2）北米……米国 

３ 海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 29,047 1,257 5 30,310 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 99,185 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

29.3 1.3 0.0 30.6 

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 43,667 684 ― 44,352 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 124,625 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

35.0 0.6 ― 35.6 

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 61,983 2,367 5 64,356 

Ⅱ 連結売上高（百万円） 209,437 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

29.6 1.1 0.0 30.7 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(2）【その他】 

重要な後発事象 

  

  

  

項目 
前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額 1,733.09円 1,839.23円 1,795.71円 

１株当たり中間（当期）純

利益 
33.78円 61.66円 82.35円 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜

在株式がないため記載して

おりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜

在株式がないため記載して

おりません。 

  
前中間連結会計期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

中間（当期）純利益（百万円） 1,104 2,007 2,720 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 

 利益処分による役員賞与金（百万円） － － 30 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

1,104 2,007 2,690 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,703 32,554 32,675 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

――――― ――――― （役員退職慰労金制度の廃止） 

当社は、平成18年５月17日開催の

取締役会において、経営改革の一環

として、取締役および監査役の報酬

体系を見直した結果、平成18年６月

23日開催の第55期定時株主総会終結

の時をもって役員退職慰労金制度を

廃止することを決議いたしました。 

この廃止に伴い、本総会終結時に

在任する取締役及び監査役に対し

て、従来の退職慰労金規程に基づく

退職慰労金制度廃止日（同株主総会

終結時）までの在任期間に応じた退

職慰労金を打ち切り支給することを

同総会で決議いたしました。 

なお、退職慰労金は、各取締役ま

たは監査役の退任時に支給すること

といたします。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間会計期間末
平成18年９月30日現在 

前事業年度の要約貸借対照表
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   2,179  2,814 2,448  

２ 受取手形 ※３ 1,623  1,066 935  

３ 売掛金   58,568  80,104 63,621  

４ たな卸資産   10,735  19,598 10,884  

５ その他 ※４ 1,645  2,594 1,518  

６ 貸倒引当金   △99  △8 △112  

流動資産合計    74,654 88.2 106,171 90.9  79,295 87.4

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産       

(1)建物 ※１ 2,811  2,704 2,751  

(2)その他 ※１ 2,403  2,386 2,400  

有形固定資産合計   5,215  5,090 5,152  

２ 無形固定資産   255  341 355  

３ 投資その他の資産       

(1) 投資その他の資
産 

  4,595  5,575 6,240  

(2)貸倒引当金   △64  △337 △354  

投資その他の資産
合計 

  4,530  5,237 5,885  

固定資産合計    10,001 11.8 10,669 9.1  11,393 12.6

資産合計    84,655 100.0 116,841 100.0  90,689 100.0

        



  
 

    
前中間会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間会計期間末
平成18年９月30日現在 

前事業年度の要約貸借対照表
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 支払手形 ※３ 264  343 294  

２ 買掛金   18,965  26,485 20,991  

３ 短期借入金   7,100  24,400 9,300  

４ 一年以内返済予定
長期借入金 

  2,500  － 2,500  

５ コマーシャルペー
パー 

  －  8,000 －  

６ 未払法人税等   725  1,296 1,227  

７ 引当金   640  710 670  

８ その他 ※４ 1,039  598 1,022  

流動負債合計    31,235 36.9 61,834 52.9  36,005 39.7

Ⅱ 固定負債       

１ 引当金   194  － 208  

２ その他   365  639 447  

 固定負債合計    560 0.7 639 0.6  656 0.7

負債合計    31,796 37.6 62,473 53.5  36,661 40.4

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    14,811 17.5 － －  14,811 16.4

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   15,329  － 15,329  

資本剰余金合計    15,329 18.1 － －  15,329 16.9

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   670  － 670  

２ 任意積立金   19,280  － 19,280  

３ 中間（当期）未処
分利益 

  2,406  － 2,616  

利益剰余金合計    22,357 26.4 － －  22,567 24.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   806 0.9 － －  1,325 1.5

Ⅴ 自己株式    △446 △0.5 － －  △6 △0.0

資本合計    52,859 62.4 － －  54,027 59.6

負債資本合計    84,655 100.0 － －  90,689 100.0

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 14,811 12.7  － －

２ 資本剰余金       

  資本準備金   －  15,329 －  

資本剰余金合計    － － 15,329 13.1  － －



  

  

    
前中間会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間会計期間末
平成18年９月30日現在 

前事業年度の要約貸借対照表
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

３ 利益剰余金       

(１)利益準備金   －  670 －  

(２)その他利益剰余金       

   配当準備積立金   －  600 －  

  別途積立金   －  18,680 －  

  繰越利益剰余金   －  3,742 －  

利益剰余金合計    － － 23,693 20.3  － －

４ 自己株式    － － △528 △0.5  － －

 株主資本合計    － － 53,307 45.6  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 1,059 0.9  － －

２ 繰延ヘッジ損益    － － 0 0.0  － －

  評価・換算差額等
合計 

   － － 1,060 0.9  － －

 純資産合計    － － 54,367 46.5  － －

 負債純資産合計    － － 116,841 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度の要約損益計算書
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    72,611 100.0 89,877 100.0  153,154 100.0

Ⅱ 売上原価    67,568 93.1 83,848 93.3  142,276 92.9

売上総利益    5,043 6.9 6,028 6.7  10,878 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   3,882 5.3 4,020 4.5  7,849 5.1

営業利益    1,161 1.6 2,007 2.2  3,028 2.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  605 0.8 813 0.9  870 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  46 0.0 51 0.0  97 0.1

経常利益    1,719 2.4 2,769 3.1  3,801 2.5

Ⅵ 特別利益    103 0.1 371 0.4  91 0.1

Ⅶ 特別損失    90 0.1 30 0.0  414 0.3

税引前中間（当
期）純利益 

   1,732 2.4 3,111 3.5  3,477 2.3

法人税、住民税及
び事業税 

  683  
  

1,237
  

1,808  

法人税等調整額   66 750 1.0 161 1,398 1.6 △230 1,577 1.1

中間（当期）純利
益 

   982 1.4 1,712 1.9  1,900 1.2

前期繰越利益    1,424 －  1,424 

中間配当額    － －  261 

自己株式消却額    － －  447 

中間（当期）未処
分利益 

   2,406 －  2,616 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
 

  

  次へ 

  株主資本 

  

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
 
 

自己 
株式 

 
 

株主 
資本 
合計 

  

資 本 

準備金 

  
資 本 
剰余金 
合 計 

  

利 益 
準備金 

その他利益剰余金   
利 益 
剰余金 
合 計 

配 当 
準 備 
積立金 

  
別 途 
積立金 

繰 越 
利 益 
剰余金 

平成18年3月31日残高(百万円）
 

14,811 15,329 15,329 670 600 18,680 2,616 22,567 △6 52,701 

中間会計期間中の変動額
 

          

 剰余金の配当(注)
 

      △555 △555  △555 

 役員賞与(注)
 

      △30 △30  △30 

 中間純利益
 

      1,712 1,712  1,712 

 自己株式の取得
 

        △521 △521 

 株主資本以外の項目の中間 

 会計期間中の変動額（純額）           

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) － － － － － － 1,126 1,126 △521 605 

平成18年９月30日残高(百万円)
 

14,811 15,329 15,329 670 600 18,680 3,742 23,693 △528 53,307 

  評価・換算差額等 

純資産 
合計 その他有価証券評

価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円）
 

1,325
 

－
 

1,325
 

54,027
 

中間会計期間中の変動額
 

    

 剰余金の配当(注)
 

   △555
 

 役員賞与(注)
 

   △30
 

 中間純利益
 

   1,712
 

 自己株式の取得
 

   △521
 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額） 

  

△266 
  

0 
  

△265 
  

△265 

中間会計期間中の変動額合計

(百万円) 
  

△266 
  

0 
  

△265 
  

339 

平成18年９月30日残高(百万円)
 

1,059
 

0
 

1,060
 

54,367
 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

① 子会社株式 ① 子会社株式 ① 子会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  ② その他有価証券 ② その他有価証券 ② その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

決算末日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価

法 

同左 同左 

  (2）デリバティブ取引により生じ

る正味の債権（及び債務） 

(2）デリバティブ取引により生じ

る正味の債権（及び債務） 

(2）デリバティブ取引により生じ

る正味の債権（及び債務） 

  時価法 同左 同左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  ① 商品 ① 商品 ① 商品 

  移動平均法による低価法 同左 同左 

  ② 未成工事支出金 ② 未成工事支出金 ② 未成工事支出金 

  個別法による原価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、建物（建物附属設備

を除く）については、定額法に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は、建物

９年～45年、その他４年～50年

であります。 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、自社

利用のソフトウェア５年であり

ます。 

同左 同左 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率等を勘案して必要額

を、貸倒懸念債権及び破産更生

債権については個別に回収可能

性を勘案した回収不能見込額を

計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備える

ため、下期支給見込額を計上し

ております。 

同左  従業員の賞与の支給に備える

ため、次期支給見込額のうち当

期負担分を計上しております。 



  
 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  ────── (3）役員賞与引当金 ────── 

      役員の賞与の支給に備えるた

め、当事業年度末における年間

支給見込額に基づき、当中間会

計期間に見合う分を計上してお

ります。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ15百万円減少しておりま

す。 

  

  (3）退職給付引当金 (4）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。ただし、当

中間期末においては年金資産見

込額が退職給付債務見込額に未

認識過去勤務債務及び未認識数

理計算上の差異を加減した金額

を超過しており、その差額は前

払年金費用として計上しており

ます。 

 過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による定

額法により按分した額を費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（13年）による定額法により

按分した額を発生の翌事業年度

から費用処理しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産に基づき計上し

ております。ただし、当期末に

おいては年金資産見込額が退職

給付債務見込額に未認識過去勤

務債務及び未認識数理計算上の

差異を加減した金額を超過して

おり、その差額は前払年金費用

として計上しております。 

過去勤務債務はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による定

額法により按分した額を費用処

理しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年

数（13年）による定額法により

按分した額を発生の翌事業年度

から費用処理しております。 

  

  (4)役員退職慰労引当金 ────── (4)役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規による中間期末要

支給額を計上しております。 

   役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規による期末要支給

額を計上しております。 



  

 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

４ 外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

   為替予約が付されている外貨

建金銭債権債務等については振

当処理を行っております。 

同左 同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

  …為替予約取引 …同左 …同左 

  ヘッジ対象 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

  …外貨建金銭債権債務 …同左 …同左 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

   当社は為替レートの変動によ

り収益・費用又は外貨建資産・

負債の価値が変動するリスクを

ヘッジする目的で先物為替予約

による外国為替関連のデリバテ

ィブ取引を実行しております。

これらの取引は、全て主管部署

を財務部とした社内規定に則し

て実行されており、規定に記載

されていないトレーディング目

的の投機的なデリバティブ取引

の利用は行っておりません。 

同左 同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 ④ ヘッジの有効性評価の方法 

   ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動との間に高い

水準で相殺がおこなわれたかど

うかの評価を半期に一度以上行

っております。 

同左 同左 

７ その他の中間財務諸表

（財務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日)を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

 なお、当社は、事業の区分をもと

に、概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位として、主

に事業所を単位として資産のグルー

ピングを行っております。 

   当期より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

 なお、当社は、事業の区分をもと

に、概ね独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位として、主

に事業所を単位として資産のグルー

ピングを行っております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

────── 

   当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は54,366百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

────── （役員退職慰労引当金） 

 当社では、従来、役員の退職によ

り支給する退職慰労金の支出に充て

るために、内規に基づく中間期末要

支給額を役員退職慰労引当金として

計上しておりましたが、平成18年６

月に役員に対する退職慰労金制度を

廃止したことに伴い、当中間期末に

おいて役員退職慰労引当金は計上し

ておりません。 

 なお、同制度の廃止までの役員退

職慰労引当金相当額215百万円につ

いては、平成18年６月23日開催の定

時株主総会において、在任中の役員

については退任時に打ち切り支給す

ることを決議したことに伴い、同額

を固定負債の「その他」に振り替え

ております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  
 

項目 
前中間会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間会計期間末
平成18年９月30日現在 

前事業年度末 
平成18年３月31日現在 

※１ 有形固定資産減価償却

累計額 
4,455百万円 4,484百万円 4,462百万円 

２ 偶発債務       

   銀行借入に対する支

払保証 

三信国際貿易(上海)有限公司※１

84百万円(750千米ドル)

従業員※２ 90百万円

 計 175百万円

三信国際貿易(上海)有限公司※１

23百万円(200千米ドル)

従業員※２ 88百万円

 計 112百万円

三信国際貿易(上海)有限公司※１

76百万円(650千米ドル)

従業員※２ 92百万円

 計 168百万円

  ※１ 当中間会計期間より、経

営指導念書の差入に変更し

ております。 

※２ 従業員の住宅取得資金借

入についての金融機関への

債務保証のうち住宅資金貸

付保険が付保されているも

のについては、将来におい

て実損が発生する可能性が

ないため、偶発債務から除

外しております。 

※１ 経営指導念書の差入によ

るものであります。 

※２ 従業員の住宅取得資金借

入についての金融機関への

債務保証のうち住宅資金貸

付保険が付保されているも

のについては、将来におい

て実損が発生する可能性が

ないため、偶発債務から除

外しております。 

※１ 当事業会計期間より、

経営指導念書の差入に変更

しております。 

※２ 従業員の住宅取得資金

借入についての金融機関へ

の債務保証のうち住宅資金

貸付保険が付保されている

ものについては、将来にお

いて実損が発生する可能性

がないため、偶発債務から

除外しております。 



  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加419,990株は、市場買付けによる株式の取得413,000株及び単元未満株式の買取り6,990株に

よる増加であります。 

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間会計期間末
平成18年９月30日現在 

前事業年度末 
平成18年３月31日現在 

※３ 中間会計期間末日満期

手形の処理 

  

  

  

──────  中間会計期間末日満期手形は、

手形交換日をもって決済処理して

おります。従って当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であった

ため、中間会計期間末日満期手形

が以下の科目に含まれておりま

す。 

受取手形     125百万円 

 支払手形      87百万円 

────── 

※４ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

────── 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１ 営業外収益の主要項

目 

   

受取利息 2百万円 3百万円 4百万円 

受取配当金 322百万円 559百万円 330百万円 

経営指導料 148百万円 208百万円 312百万円 

※２ 営業外費用の主要項

目 

   

支払利息 22百万円 42百万円 50百万円 

３ 減価償却実施額    

有形固定資産 81百万円 75百万円 167百万円 

無形固定資産 53百万円 44百万円 109百万円 

  
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注）
 

5,870
 

419,990
 

－
 

425,860
 

合計
 

5,870
 

419,990
 

－
 

425,860
 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
  
建物 

  工具器具
及び備品 

  
合計 

    (百万円)  (百万円)  (百万円)

取得価額
相当額 

  
59
  

309
  

369

減価償却
累計額相
当額 

  
27
  

165
  

193

中間期末
残高相当
額 

  
32
  

143
  

176

  

  
  
建物

工具器具
及び備品

合計

    (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 

  
93 299 392

減価償却
累計額相
当額 

  
36 197 234

中間期末
残高相当
額 

  
57 101 158

建物
工具器具
及び備品 

  
合計 

(百万円) (百万円)  (百万円)

取得価額
相当額 

93 282
  

375

減価償却
累計額相
当額 

31 165
  

196

期末残高
相当額 

61 117
  

178

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 
  
１年内 70百万円

１年超 109百万円

合計 179百万円

  
１年内 63百万円

１年超 97百万円

合計 160百万円

１年内 68百万円

１年超 114百万円

合計 182百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 
  
支払リース料 36百万円

減価償却費相当
額 

36百万円

支払利息相当額 1百万円

  
支払リース料 38百万円

減価償却費相当
額 

38百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料 73百万円

減価償却費相当
額 

73百万円

支払利息相当額 3百万円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息配当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

 



 （１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （重要な後発事象） 

  

  

  
項目 
  

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額 1,616.53円 1,684.58円 1,651.63円 

１株当たり中間（当期）純利益 30.05円 52.60円 57.25円 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益 

  

  

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜

在株式がないため記載して

おりません。 

同左 同左 

  
前中間会計期間

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

中間（当期）純利益（百万円） 982 1,712 1,900 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 

 利益処分による役員賞与金 

  

－ 

  

－ 

  

30 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 

  

982 

  

1,712 

  

1,870 

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,703 32,554 32,675 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

────── ────── （役員退職慰労金制度の廃止） 

 当社は、平成18年５月17日開催の

取締役会において、経営改革の一環

として、取締役および監査役の報酬

体系を見直した結果、平成18年６月

23日開催の第55期定時株主総会終結

の時をもって役員退職慰労金制度を

廃止することを決議いたしました。 

 この廃止に伴い、本総会終結時に

在任する取締役及び監査役に対し

て、従来の退職慰労金規程に基づく

退職慰労金制度廃止日（同株主総会

終結時）までの在任期間に応じた退

職慰労金を打ち切り支給することを

同総会で決議いたしました。 

 なお、退職慰労金は、各取締役ま

たは監査役の退任時に支給すること

といたします。 



(2）【その他】 

 平成18年11月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・484百万円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・15円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成18年12月８日 

  （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払いを行います。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第55期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日 

                                   関東財務局長に提出 

  

(2)自己株券買付状況報告書                       平成18年７月12日 

                                   平成18年８月10日 

                                   平成18年９月12日 

                                   平成18年10月11日 

                                   平成18年11月７日 

                                   平成18年12月６日 

                                   関東財務局長に提出 

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成17年12月21日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 松岡 幸秀  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松本 実   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

信電気株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、三信電気株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成18年12月21日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 松岡 幸秀  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松本 実   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

信電気株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、三信電気株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成17年12月21日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 松岡 幸秀  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松本 実   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

信電気株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第55期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三信電気株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成18年12月21日 

三信電気株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 松岡 幸秀  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 松本 実   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている三

信電気株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第56期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、三信電気株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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